
事 務 連 絡 

令和８年８月 31日 

各 都 道 府 県 教 育 委 員 会 施 設 主 管 課 
各 指 定 都 市 教 育 委 員 会 施 設 主 管 課 
各 都 道 府 県 私 立 学 校 施 設 担 当 課 御中 
各 公 私 立 大 学 施 設 担 当 部 課 
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文部科学省大臣官房文教施設企画・防災部施設企画課 

学校施設の減額譲渡又は減額貸付け若しくは無償貸付けに係る 

適正規模の算定について 

これまで、「学校施設の減額譲渡又は減額貸付け若しくは無償貸付けに係る適正規

模の算定について」（令和７年９月 11 日付け事務連絡）において、国有財産特別措置

法（昭和 27 年法律第 219 号）第３条に基づく学校施設に供するための国有地の減額貸

付け等に該当する学校設置者におかれては、適切な対応をお願いしてきたところです。 

この度、財務省理財局国有財産業務課長より、別添「学校施設の減額譲渡又は減額

貸付け若しくは無償貸付けに係る適正規模の算定についての事務連絡文書の発出につ

いて」（令和８年８月７日付け事務連絡）のとおり情報提供がありました。 

引き続き、該当する学校施設を有する学校設置者におかれては、財務局・財務事務

所から次期貸付料等について相談があった場合には、適切に対応いただくようお願い

いたします。また、適正規模の算定に係る個別の運用に関する問い合わせは、財務

局・財務事務所へお願いいたします。 

このことについて、各都道府県教育委員会施設主管課におかれては、域内市区町村

に対して周知するようお願いいたします。また、各都道府県私立学校施設担当課にお

かれては、所轄の学校法人に対して周知するようお願いいたします。 

本事務連絡は、国有財産特別措置法第３条に基づき、学校施設の用に供するために

国有地の減額貸付け等を受けている学校設置者へ、各財務（支）局及び沖縄総合事

務局宛ての事務連絡の内容をお知らせするものです。 

【本件担当】 

大臣官房文教施設企画・防災部 施設企画課 指導第一係 

電 話：03-6734-2291 E-mail：shisetulead-1@mext.go.jp 



事 務 連 絡 

令 和 ８ 年 ８ 月 ７ 日 

文部科学省 

大臣官房文教施設企画・防災部 

施設企画課長 殿 

財務省理財局国有財産業務課長 

中村 武浩 

学校施設の減額譲渡又は減額貸付け若しくは無償貸付けに係る 

適正規模の算定についての事務連絡文書の発出について 

昭和 48 年 12 月 26 日付蔵理第 5722 号「国有財産特別措置法の規定により普

通財産の減額譲渡又は減額貸付けをする場合の取扱いについて」通達（以下「減

額通達」という。）を令和５年６月 28 日に改正し、学校施設の減額貸付けに係る

校舎等敷地の適正規模（以下「適正規模」という。）の算定について定めるとと

もに、同日付事務連絡「学校施設の減額貸付けに係る適正規模の算定について」

を発遣し、「学校敷地面積の適正規模の算定に係る考え方」（以下「適正規模算定

の考え方」という。）により地域の実情を勘案するに当たっての考え方を通知し

たところである。 

また、昭和 48 年７月 27 日付蔵理第 3549 号「国有財産特別措置法第２条第２

項の規定により普通財産を無償貸付けする場合の取扱いについて」通達におい

て、無償貸付けする場合においても、財産の規模基準は減額通達で定める財産の

規模に相当する規模としているため、適正規模算定の考え方を用いて適正規模

を算定することとなる。 

 今般、適正規模算定の考え方のうち「各地域における敷地倍率リスト」につい

て、文部科学省が毎年調査を実施している「公立学校施設実態調査」及び「学校

基本調査」の結果を踏まえ、令和８年３月時点版の敷地倍率を設定し、別添のと

おり各財務（支）局及び沖縄総合事務局あて事務連絡を発出したから、了知され

たい。なお、当該事務連絡は、令和９年４月１日以降の貸付料更改時に適用され

る。 

別添
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沖 縄 総 合 事 務 局 財 務 部 長  殿 

 

財務省理財局国有財産業務課長 

中村 武浩 

 

 

学校施設の減額譲渡又は減額貸付け若しくは 

無償貸付けに係る適正規模の算定について 

 

昭和 48 年 12 月 26 日付蔵理第 5722 号「国有財産特別措置法の規定により普

通財産の減額譲渡又は減額貸付けをする場合の取扱いについて」通達（以下「減

額通達」という。）を令和５年６月 28 日に改正し、学校施設の減額貸付けに係る

校舎等敷地の適正規模（以下「適正規模」という。）の算定について定めるとと

もに、同日付事務連絡「学校施設の減額貸付けに係る適正規模の算定について」

を発遣し、「学校敷地面積の適正規模の算定に係る考え方」（以下「適正規模算定

の考え方」という。）により地域の実情を勘案するに当たっての考え方を通知し

たところである。 

また、昭和 48 年７月 27 日付蔵理第 3549 号「国有財産特別措置法第２条第２

項の規定により普通財産を無償貸付けする場合の取扱いについて」通達におい

て、無償貸付けする場合においても、財産の規模基準は減額通達で定める財産の

規模に相当する規模としているため、適正規模算定の考え方を用いて適正規模

を算定することとなる。 

 今般、適正規模算定の考え方のうち「各地域における敷地倍率リスト」につい

て、文部科学省が毎年調査を実施している「公立学校施設実態調査」及び「学校

基本調査」の結果を踏まえ、令和８年３月時点版の敷地倍率を設定したから、了

知されたい。また、大学については、他の大学の実績値を踏まえた敷地倍率を設

定したから、了知されたい。 

なお、文部科学省から、全都道府県教育委員会を通じて、各学校設置者に対し

て本件と同様の文書が発出されるため、財務局等においては、個別の事情に応じ

て、各学校設置者と十分に相談して対応いただきたい。 

本事務連絡は、令和９年４月１日以降の貸付料更改時に適用する。 

 



学校敷地面積の適正規模の算定に係る考え方 

 

令和８年８月７日 

 

 昭和 48 年 12 月 26 日付蔵理第 5722 号「国有財産特別措置法の規定により普

通財産の減額譲渡又は減額貸付けをする場合の取扱いについて」通達（以下「減

額通達」という。）において規定している「学校敷地面積の適正規模の算定に係

る考え方」について、地方の実情を勘案する方法として以下のとおり定める。 

昭和 48 年７月 27 日付蔵理第 3549 号「国有財産特別措置法第２条第２項の規

定により普通財産を無償貸付けする場合の取扱いについて」通達において、無償

貸付けする場合においても、財産の規模基準は減額通達で定める財産の規模に

相当する規模としているため、上記の考え方を用いて適正規模を算定すること

となる。 

 

１．基本的な考え方 

地方の実情を勘案する方法については、対象施設の設置者と十分相談を行っ

た上で決定する必要があるが、原則として、通達上の延面積に地域（市区町村）

ごとの倍率（以下「敷地倍率」という。）の平均値を乗じる方法、又は近隣の同

種施設の敷地倍率の平均値を乗じる方法とする。 

ただし、用地確保の困難性や急激な少子化など、個々の学校施設を取り巻く状

況を踏まえ、上記の方法によることが適当でないと認められる場合には、対象施

設の設置者との相談を踏まえて、別途対応を検討する。 

 

２．具体的な算定方法 

（１）原則 

 ①地域（市区町村）ごとの敷地倍率の平均値を用いる方法 

別添の敷地倍率リストより、対象施設の所在する地域ごとの平均値を用いる

こととする。 

なお、別添敷地倍率リスト上では、令和８年３月時点で対象施設の所在する

地域ごとの敷地倍率を掲載しているが、未掲載地域において適正規模を算定す

る必要がある場合には、本省へ該当地域の敷地倍率の提供を依頼するものとす

る。 

 

※現在、減額貸付実績のある各校種別の敷地倍率選択の取扱い 

   ア．幼稚園、小学校、中学校、高等学校（減額通達－別紙１から４） 

     公立、私立の区別に応じて別添敷地倍率リストの数値を用いる。 



  イ．特別支援学校（減額通達－別紙５） 

設置されている部の種類（小・中学部、高等部）に応じて、別添敷地

倍率リストの同じ校種の数値を用いる。なお、小・中学部を設置してい

る先で、小学部、中学部の内訳人数が判明しない場合は、別添敷地倍率

リストの小学校・中学校のうち高い方の数値を用いる。 

 

ウ．大学（減額通達－別紙６） 

他の大学の実績値を踏まえ「2.820」を設定する。 

 

エ．学校給食施設（減額通達－別紙９－第２－１） 

     当該施設からの供給先の校種の数値を用いる。なお、複数の校種に供

給している場合は供給校数が多い方の校種の数値を用いる。 

 

②近隣の同種施設の敷地倍率の平均値を用いる方法 

 文部科学省実施の実態調査の結果に基づいて示す敷地倍率ではなく、近隣の

同じ校種を複数選び平均を取る方法も考えられる。その際、市町村や都道府県

を跨いで平均を算定しても問題はない。 

 

（２）例外 

用地確保の困難性から学校敷地が狭いといった状況や、急激な少子化によっ

て学級数が急激に減少し現に使用している面積と学級数に基づいて算出する面

積の乖離が大きいといった状況など、個々の学校施設を取り巻く状況を踏まえ、

原則的な方法により処理することが適当でないと認められる事例も存在する。 

そのような事情が認められる場合は、学校設置者等と十分に相談を行ったう

えで取扱いを決定し、本省に情報共有するものとする。 

 

３．留意事項 

 適正規模の算定見直しにより貸付料が増加する場合、普通財産貸付事務処理

要領別添１ 第１－１－(3) の貸付料基礎額を減額基準に基づいた貸付料と読

み替え、調整を行うものとする。ただし、この調整は、令和７年４月１日から令

和 10 年３月 31 日までの間に次期貸付料適用期間が開始するものについてのみ

適用することに留意する。 

 

（以上） 



各地域における敷地倍率リスト
（令和８年３月時点版）

○公立学校・・・P.１〜
○私立学校・・・P.５



公立学校 平均値
幼稚園 小学校 中学校 高校

北海道 旭川市 - 2.299 1.732 -
帯広市 - 2.360 2.131 1.679
北見市 - 2.758 2.699 -
岩見沢市 - 2.432 2.426 3.000
留萌市 - 2.222 1.661 -
登別市 - 2.497 2.082 -

⻘森県 ⻘森市 - 1.565 1.608 -
三沢市 - 2.329 2.258 -

宮城県 仙台市 3.000 2.753 1.649 1.230
塩竈市 - 1.153 2.327 -

福島県 郡山市 - 1.668 1.738 -
須賀川市 2.798 2.336 2.338 -

茨城県 茨城県 - - 3.000 2.951
⽔⼾市 2.872 1.747 2.294 -
鹿嶋市 3.000 1.663 2.587 -
神栖市 3.000 2.314 2.435 -

栃木県 栃木県 - - - 2.031
宇都宮市 - 1.680 1.636 -
佐野市 - 1.677 1.745 -
小山市 - 2.017 1.949 -
大田原市 - 2.234 3.000 -
高根沢町 - 1.683 2.720 -

群馬県 高崎市 2.562 1.575 1.645 1.841
埼玉県 さいたま市 - 1.299 1.366 1.242

川越市 - 1.083 1.477 0.662
草加市 - 1.258 1.345 -
⼾田市 - 1.181 1.361 -
ふじみ野市 - 1.536 1.480 -

千葉県 千葉県 - - 1.158 1.716
千葉市 - 1.480 1.582 1.266
市川市 1.258 1.086 1.136 -
船橋市 - 1.272 1.607 1.185
館山市 1.493 2.815 2.201 -
木更津市 - 2.039 2.034 -
松⼾市 - 1.111 1.334 0.964
佐倉市 2.257 2.055 1.774 -
東金市 3.000 2.460 2.184 -



柏市 - 1.607 1.751 2.057
八千代市 - 1.480 1.990 -
我孫子市 - 1.737 1.760 -
鎌ヶ谷市 - 1.277 1.286 -
富津市 - 2.409 2.776 -
四街道市 - 2.161 2.057 -
富里市 1.877 2.518 1.972 -
香取市 - 2.044 2.107 -

東京都 東京都 - - 0.352 1.196
新宿区 2.643 1.001 1.021 -
文京区 0.948 0.768 0.761 -
墨田区 1.181 0.828 0.664 -
品川区 2.704 0.712 0.631 -
目⿊区 1.543 1.116 1.398 -
世田谷区 1.204 0.962 1.193 -
中野区 1.039 0.830 0.825 -
杉並区 1.313 0.923 0.998 -
豊島区 1.839 1.083 0.776 -
北区 2.232 0.994 0.941 -
荒川区 1.107 0.812 0.740 -
板橋区 0.934 0.959 0.860 -
練馬区 1.823 1.011 1.037 -
足立区 0.930 0.804 0.834 -
江⼾川区 1.277 1.090 1.140 -
八王子市 - 1.473 1.396 -
立川市 - 1.049 1.007 -
三鷹市 - 1.109 0.900 -
昭島市 - 1.936 1.622 -
調布市 - 1.208 1.116 -
小金井市 - 1.168 1.486 -
日野市 2.100 1.273 1.181 -
武蔵村山市 - 1.100 0.932 -

神奈川県 神奈川県 - - 1.409 1.421
横浜市 - 1.031 1.636 1.244
川崎市 - 0.988 1.023 0.690
相模原市 2.713 1.489 1.627 -
横須賀市 1.405 1.229 1.451 2.096
平塚市 1.752 1.595 1.578 -
鎌倉市 - 1.343 1.340 -



小田原市 1.061 1.152 1.059 -
茅ヶ崎市 - 1.588 1.378 -
逗子市 - 1.282 2.371 -
三浦市 - 1.076 1.532 -
秦野市 1.712 1.298 1.294 -
伊勢原市 - 1.426 1.676 -

新潟県 新潟県 - - 1.623 1.725
新潟市 1.971 1.630 1.631 1.254
胎内市 3.000 3.000 3.000 -

富山県 富山県 - - - 1.765
富山市 2.469 1.750 1.814 -
高岡市 3.000 1.613 1.838 -

石川県 白山市 2.995 1.862 1.558 -
福井県 福井市 2.658 2.811 3.000 -
山梨県 山梨県 - - - 2.869

山梨市 2.514 3.000 1.909 -
⻑野県 松本市 2.918 2.140 2.012 -

上田市 2.853 2.206 1.844 -
岐阜県 岐阜県 - - - 1.734
静岡県 静岡県 - - - 1.854

静岡市 2.155 1.556 1.515 1.270
熱海市 1.275 1.514 1.300 -
島田市 - 1.824 1.814 -
磐田市 2.186 1.806 2.671 -
焼津市 2.480 1.292 1.377 -
藤枝市 - 1.654 1.529 -

愛知県 愛知県 - - 2.731 2.331
名古屋市 1.500 1.110 1.280 1.399
豊橋市 1.336 1.446 1.714 0.714
瀬⼾市 - 1.744 1.730 -
豊明市 - 1.419 1.666 -

三重県 四日市市 1.608 1.620 1.787 -
京都府 京都府 - - - 1.802

京都市 1.896 1.221 1.328 1.038
福知山市 2.625 2.079 1.903 -
宇治市 3.000 1.786 1.522 -
⻲岡市 1.062 1.409 1.750 -
⻑岡京市 - 1.451 1.499 -
八幡市 1.355 1.679 1.652 -



京田辺市 1.473 1.655 1.540 -
大阪府 吹田市 1.901 1.249 1.487 -

泉大津市 0.918 0.951 0.888 -
高槻市 1.758 1.469 1.416 -
枚方市 2.970 1.589 1.395 -
茨木市 1.608 1.257 1.369 -
寝屋川市 1.389 1.481 1.201 -
大東市 2.655 1.318 1.408 -
羽曳野市 1.658 1.286 1.073 -
摂津市 0.793 1.346 1.530 -

兵庫県 神⼾市 2.209 1.169 1.213 0.887
宝塚市 1.633 1.234 1.384 -

奈良県 奈良県 - - 3.000 2.119
奈良市 2.242 1.708 3.000 1.467

鳥取県 鳥取県 - - - 2.129
岡山県 岡山県 - - - 2.137

倉敷市 1.795 1.554 1.646 3.000
総社市 1.630 1.566 1.304 -

広島県 広島市 2.239 1.702 1.710 1.650
山口県 山口県 - - 3.000 1.975

下関市 2.707 1.706 1.822 0.521
徳島県 徳島市 1.643 1.616 1.740 1.178

阿南市 3.000 2.068 1.723 -
香川県 香川県 - - - 2.058

観音寺市 2.148 1.540 1.584 -
愛媛県 愛媛県 - - - 2.056

松山市 1.182 1.398 1.322 -
福岡県 福岡市 - 1.816 1.536 2.541

直方市 - 2.566 2.808 -
須恵町 1.897 1.904 1.895 -

⻑崎県 大村市 1.444 2.245 2.278 -
熊本県 熊本市 1.667 1.566 1.621 1.217
宮崎県 宮崎県 - - - 2.706
沖縄県 沖縄県 - - 0.266 2.419

与那原町 2.538 1.308 1.739 -



私立学校 平均値
幼稚園 小学校 中学校 高等学校

北海道 留萌市 0.784 - - -
埼玉県 さいたま市 1.605 - - -

草加市 1.102 - - -
戸田市 1.130 - - -

東京都 世田谷区 - - - 0.901
北区 - - - 1.028

神奈川県 横浜市 - 1.026 - 1.232
長野県 上田市 1.885 - - -
岡山県 倉敷市 - - - 3.000
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